
令和７年度岬町下水道事業会計決算審査意見書 
 
第１　審査の概要 
１．審査の対象 
　　令和７年度岬町下水道事業会計決算 
 
２．審査の手続き 
　　この決算審査にあたっては、町長から提出された下水道事業会計決算報告

書、損益計算書、欠損金計算書、貸借対照表等について、計数に誤りはない

か、経営は健全か、予算執行については関係法令に従って効率的になされて

いるか等を主眼におき、それぞれの関係諸帳簿、証拠書類との照合及び経営

分析その他必要と認められる審査手続きをもって実施した。 
 
第２　審査の結果 
１．決算諸表について 
　　審査に付された下水道事業会計決算報告書、損益計算書、欠損金計算書、

貸借対照表及びその附属書類は、関係法令に準拠して作成されており、決算

計数は関係帳簿及び証拠書類と照合した結果、誤りのないものと認められた。 
 
２．経営状況について 
　　事業執行に対する業務評価を行うことを目的とし、計数の確認及び予定業

務と実施業務との差異を究明するとともに、経営分析により業務実績の内容

を審査した。 
　⑴　総括事項 
　　下水道事業は、都市の健全な発達、公衆衛生の向上、公共用水域の水質保

全など、快適な生活を送るうえで必要不可欠な役割を担っている。 
　　また、令和６年度より地方公営企業法を一部適用（財務規定等）し、経営

状況や財政状態の明確化、事務事業の効率化及び経費節減を図った。 
　　本年度は、深日兵庫地区の整備工事を行ったが次年度完了予定であるため、

整備面積累計は前年度と変わらず 430.92ha のままとなった。 
　　①　業務量 
　　　市街地におけるし尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除を行う公共下水

道事業の本年度末整備人口は 11,219 人（前年度 11,343 人）、整備率は
81.4％（前年度 80.8％）、水洗化人口は 9,156 人（前年度 9,256 人）、水洗
化率は 81.6％（前年度 81.6％）、年間有収水量は 897,517㎥（前年度 913,410
㎥）となった。 

　　　漁業集落におけるし尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除を行う漁業集

落排水事業の本年度末整備人口は 129 人（前年度 133 人）、整備率は 98.5％
（前年度 98.5％）、水洗化人口は 109 人（前年度 113 人）、水洗化率は
84.5％（前年度 85.0％）、年間有収水量は 11,985 ㎥（前年度 12,129 ㎥）



となった。 
　　②　建設改良事業（税込） 
　　　本年度の建設改良費は 8,987 万 4 千円であり、管路建設費として下水道

管渠布設工事など公共下水道事業で 7,438 万 9 千円を実施した。また、流
域下水道建設費負担金として、南大阪湾岸南部流域下水道等の建設事業に

対して、建設費の一部 1,548 万 5 千円を負担した。 
　　③　経営状況（税抜） 
　　　本年度の事業収益は 3 億 9,720 万 1 千円であり、主な内容は下水道使用

料、一般会計補助金、長期前受金戻入などがあり、公共下水道事業で 3 億
6,340 万 1 千円、漁業集落排水事業で 3,380 万円となった。次に事業費用
は 4 億 4,774 万円で、主な内容は管渠費、流域下水道維持管理負担金、減
価償却費、企業債利息、その他特別損失などがあり、公共下水道事業で 4
億 1,682 万 2 千円、漁業集落排水事業で 3,091 万 8 千円となった。 
その結果、収益的収支差引では、5,053 万 9 千円の純損失となった。 

　⑵　経営指標に関する事項 
　　本年度の決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比

率は、88.58％（前年度 91.25％）となり、健全経営の水準とされる 100％を
下回っており、経常損失が生じている。また、汚水処理費用に対する使用料

による回収程度を示す経費回収率は、63.68％（前年度 67.62％）となり、処
理費用が使用料収入を上回っており、事業に必要な費用を使用料収益で賄え

ていない状況となっているため、適正な料金収入の確保が必要となっている。 
また、償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は

7.2％（前年度 3.71％）、法定耐用年数を経過した管渠延長の割合を示す管渠
老朽化率は、2.43％となった。今後見込まれる施設の老朽化に伴う将来の更
新需要に備え、経営の健全化を目指しつつ、計画的な施設更新を行う必要が

ある。 
　⑶　収益、費用の内容分析 
　　①　収益的収入及び支出（税込） 
　　　本年度の事業収益は、予算額 4 億 900 万 9 千円に対して決算額 4 億 740

万 6,267 円である。事業費用は、予算額 4 億 6,712 万 3 千円に対して決算
額 4 億 5,691 万 6,735 円である。予算計上並びに収入及び支出は、概ね適
正に執行されている。 

　　②　資本的収入及び支出（税込） 
　　　資本的収入は、予算額 2 億 4,894 万 3 千円に対して決算額 2 億 6,253 万

950 円である。資本的支出は、予算額 3 億 8,411 万 9 千円に対して決算額
3 億 6,749 万 6,565 円である。 

　　　なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額 1 億 496 万 5,615 円
は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 511 万 5,483 円、過
年度分損益勘定留保資金 1,433 万 3,352 円、当年度分損益勘定留保資金
8,551 万 6,780 円で補填した。 



　　③　貸借対照表（税抜） 
　　　本年度の資産の合計は、61 億 2,323 万 8,654 円である。内訳として、建

物や構築物等の有形固定資産が 56 億 914 万 6,348 円、施設利用権等の無
形固定資産が 4 億 4,953 万 3,867 円、現金・預金、未収金等の流動資産が
6,455 万 8,439 円となっている。 
負債の合計は、58 億 6,805 万 1,478 円である。内訳として、建設改良費

等の財源に充てるための企業債である固定負債が 26 億 3,626 万 4,507 円、
企業債及び未払金等の流動負債が 2 億 8,536 万 2,735 円、長期前受金等の
繰延収益が 29 億 4,642 万 4,236 円となっている。 
資本の合計は、2 億 5,518 万 7,176 円である。内訳として、資本金が 3

億 6,629 万 309 円、剰余金が△1 億 1,110 万 3,133 円となっている。 
 
３．総括 

岬町下水道事業における整備人口は、公共下水道事業及び漁業集落排水事

業ともに減少しており、収益の大幅な増は期待できないと考えられる。この

ような環境の下、経営状況については、収益的収支差引で 5,053 万 9 千円の
純損失となった。経営指標を見ると、経営の健全性を示す経常収支比率は、

88.58％となり、健全経営の水準とされる 100％を下回っており、経常損失が
生じている。また、汚水処理費用に対する使用料による回収程度を示す経費

回収率は、63.68％となり、処理費用が使用料収入を上回っており、事業に必
要な費用を使用料収益で賄えていない状況となっている。適正な料金収入の

確保、下水道事業会計の健全化を図る必要がある。 
一方で、今後見込まれる施設の老朽化に伴う将来の更新需要に備え、施設

更新を行うことが望まれる状況にある。今後とも、中長期的な視野に立った

事業計画を策定し、経費節減と経営基盤の強化充実を図り、下水道事業の安

定に努められたい。 


